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第 1 平成 31年度 (2019年 度)予算編成 について

予算編成 の背景

我が国の経済の状況は、緩やかな回復基調が続いてお り、雇用・所得環境の改善が

続 くなかで、各種政策の効果 もあつて緩やかな回復が続 くことが期待 され る。

こ うした中、政府 は 「経済財政運営 と改革の基本方針 2018」 を平成 30年 (2

018年 )6月 に閣議決定 し、少子高齢化 とい う最大の壁 に立ち向かい、持続的な経

済成長 を実現 してい くため、人づ く り革命及び生産性革命 を実現・拡大 し、潜在的な

経済成長 を実現 してい くとともに、成長 と分配の好循環の拡大を 目指 し、 2019年

10月 1日 における消費税率の 10%へ の引上げを確実に実現できる経済環境 を整備

す る とともに消費税率引上げによる需要変動の平準化 に万全 を期す とした。 
｀

国の平成 31年度 (2019年 度)予算編成においては、前回、平成 26年 (20

14年 )4月 の消費税率の引上げの経験 も踏まえ、 2019年 10月 1日 における消

費税率 引上げに伴 う需要変動 に対 して機動的な対応 を図る観 点か ら、歳出改革の取組

を継続す るとの方針 とは別 に、臨時・特例 の措置 を 2019～ 2020年 度当初予算

において講ず ることとし、その具体的な内容については、 2019年 10月 1日 に予

定 され ている消費税率引上 げの需要変動に対す る影響の程度や経済状況等 を踏まえ、

各年 度 の予算編成過程 において検討す るとした。

平成 31年 度 (2019年 度)予算は、新経済 。財政再生計画 における社会保障改

革 を軸 とす る基盤強化期間の初年度 として、社会保障関係費や非社会保障関係費等に

ついて歳 出改革の取組 を継続す るとの方針 に沿つた予算編成 を行い、無駄な予算を排

除す る とともに、真 に必要な施策 に予算が重点配分 され るよ う、厳格 な優先順位付 け

を行 い、メ リハ リのついた予算 とし、一般会計予算の規模 は、 101兆 4, 571億

円 となつてい る。                         '

本 市 の財政状況は、平成 29年 度 (2017年 度)決算では経常収支比率が 83.

8%と な り前年度に比べ 0,7ポ イ ン ト改善 した。 これは、経常経費については依然

として増加が続いているが、法人市民税の増な どの経常一般財源 の増加 によるもので

ある。 昨今の世界経済における通商問題の動向によ り国内の経済動向も大きく変動す

る可能性があ り、消費税率引上げ後の需要変動や設備投資の減少 により法人市民税及

び固定資産税の減収が懸念 され るな ど、依然、先行 きが不透 明な状況 となつている。
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特に、税制改正による法人市民税の税率引き下げの影響 を受け、市税 を安定 して見

込む ことは困難であ り、また、インフラ施設を含 めた公共施設の老朽化 に伴 う維持補

修費や高齢化 の進展 に伴 う社会保障経費の増等による経常経費の増加や将来のまちづ

くりを見据 えた大規模建設事業の増加 により、近年、財政調整基金 を取 り崩 した予算

を編成 してお り、今後においても、厳 しい財政状況 となることが懸念 され る。

そのため、事業の有効性や効率性 について施策評価の結果等を精査 した うえで、各

事務事業 を厳 しく見直 し、経費全般の節減 と合理化 を進 める とともに、働 き方改革行

動計画 に基づ き、職員の意識改革を推進 し、業務の効率化 を進 めることで、経常経費

等の抑制・削減 を図 り、長期的な展望に立った財政運営に努 める必要がある。

平成 31年 度 (2019年 度)予算編成に当たっては、本市が市制 50周 年 を迎 え

る中で、次の 50年先を見据 えたまちづ くりの基礎 を構築できるよ う、総合計画の五

つの理念 と 6分野・ 38の めざすまちの姿の実現に向け、また、本市を取 り巻 く環境

においては、東京オ リンピック・パ ラ リンピックの開催、新東名高速道路や名古屋乗

状 2号線 の全線 開通、アジア大会の開催、 リニア中央新幹線の東京・名古屋 間の開通

等によ り、今後人やモノの流れが大きく変わる大型プ ロジェク トが予定 されているこ

と、そ してコンパ ク トなまちづ くりめ推進 に向け、 10年 先、 20年先 を見据 えて適

切 に対応す る必要があることか ら、行政資源の効果的な活用 と各施策の着実な展開を

図るもの とし長期的展望に立ち、ハー ド・ ソフ ト両面 とも将来的な投資効果が見込 ま

れ、かつ、よ り市民満足度の向上につながるよ う次に掲げる方針 に沿つた事務事業 に

対 し優先的に予算措置す ることとした。

・市制 50周年 を記念 し、これまで積み重ねてきた歴史、先人の偉業 を振 り返 ると

ともに、次の 50年 を展望 し、次世代へ継承 してい くことで、まちの成長 の好循環

を生み出す よ う、更なる飛躍 を図る契機 となる事業

・鉄道駅周辺 を中心 とした拠点の整備 と、西知多道路の整備促進 に合 わせた周辺地

域の土地の有効活用につながる事業

・産業振興 とにぎわい拡大、イ ンバ ウン ド (訪 日外国人旅行)を 中心 とした観光誘

客による交流人 白拡大を市内全域に広 げ、まちの魅力や活力 を高める事業

・安 心 して子 どもを産み、育て、また、女性が社会進出できるよ う、総合的な女性

の活躍支援 につながる事業

・ だれ もが健康で生きがいのある生活の実現につながる事業
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。将来 を見据 えた、まちづ くりに必要 となる人材の育成 と、子 どもたちが夢 と希望

を育む環境 を充実 させ る事業

・市民の防災・減災意識の高揚 を図る とともに、 「 10011111/h安 心プ ラン」の推進

な ど、 自然災害に対す るハー ド・ ソフ トの両面か ら防災力を高めてい く事業

・公共施設等の長寿命化 。複合化 (統廃合 )。 広域化及び民間活力の活用 な ど、効

果的 。効率的な公共施設等の運営につなが る事業

また、将来 にわた る持続可能なまちづ くりのため、財政基盤 を強化 してい くことが

必要であることか ら、歳入では、国県補助金 に関す る情報収集や手数料等の受益者負

担の適正化等 に努 めるな ど、財源の確保 を積極的に行 うこととし、歳 出では、施策等

の評価 を踏まえて、職員 自らが事務事業の有効性 を判断 し、良好 な市民サー ビスの提

供 と市民満足度の向上につなげていけるよ う事務事業の改革及び業務改善 を実施 して

い くもの とす る。

予算 の概要                     i

l 総 括

(1)総計予算主義の原則 を踏まえ、現段階で見込める年間を通 した歳入歳出予算

を編成 した。

(2)総合計画 の五つの理念 と 6分野・ 38の めざすまちの姿の実現 に向け、総合

戦略に掲 げる六つの基本 目標 に基づき、長期的展望に立ち、 よ り市民満足度の

向上 につなが る事務事業 を展開 してい くこととした。

(制  将来 にわた る持続可能 なまちづ くりのため、財政基盤 を強化 してい くことか

ら、事業実施 に当たつては、国県補助金の確保、受益者負担の適正化、事務事

業の合理化及び効率化に努 めるとともに、各施策に対す る貢献度 により事業の

優先順位 を精査 し、経常経費の削減 を行つた。

14)予算規模 は、一般会計、特別会計及び企業会計の全会計単純合計 (企業会計

は支 出予算)は、 632億 5, 441万 円で、前年度当初予算に対 し4.8パ

ーセ ン トの減 であ り、この うち一般会計は 431億 9, 000万 円で、前年度

当初予算に姑 し0.7パ ーセ ン トの減である。
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2 歳 入

(1)市税 については、固定資産税 において企業等の新規設備投資の増による増収

が見込まれ るが、消費本数の減 による市たばこ税の減収、法人市民税で法人税

割額の減等による減収 を見込み、市税では前年度 に姑 し0.2パ ーセ ン ト減の

273億 3, 776万 円を計上 した。

(2)地方譲与税は、重量譲与税 の増や平成 30年度 (2018年 度)税制改正で

創設 された森林環境譲与税 を見込み、前年度に対 し 5。 9パーセ ン ト増の 3億

6, 638万 円を計上 した。

(3)利 子割交付金は、交付の基準 となる県民税利子割交付額 の増 を見込み、前年

度 に対 し32,0パ ーセ ン ト増の 3, 300万 円を計上 した。

(4)配当割交付金は、交付の基準 となる県民税配 当割交付額 の増 を見込み、前年

度 に対 し 36。 1パーセ ン ト増の 9, 800万 円を計上 した。

(5)株式等譲渡所得割交付金は、交付の基蜂 となる県民税株式等譲渡所得割交付

額の増 を見込み、前年度に封 し 150.0パ ーセ ン ト増の 1億 1, Ooo万 円

を計上 した。

(6)地方消費税交付金は、交付 の基準 となる県の地方消費税交付額の増 を見込み、

前年度 に対 し3.8パ ーセ ン ト増の 20億 2, 90o万 円を計上 した。

(η  自動車取得税交付金は、 自動車取得税が 2019年 10月 に廃止 され ること

に伴い、前年度に対 し45.5パ ーセ ン ト減の 5, 400万 円を計上 した。

偲)環 境性能割交付金は、 自動車取得税の廃上によ り、 自動車税及び軽 自動車税

において環境性能割が導入 され ることに伴い創設 され るもので、 2, 600万

円を計上 した。

(9)地方特例交付金は、幼児教育の無償化に係 る国庫負担 として創設 され る子 ど

も・子育て支援臨時交付金や平成 31年度 (2019年 度)税制改正 に伴い創

設 され る減収補てん特例交付金 (環境性能割分)の増 を見込み、前年度に対 し

91.5パ ーセ ン ト増の 2億 1, 257万 円を計上 した。

Q9 使用料及び手数料 は、幼児教育の無償化に伴 う保育園使用料 (通 常保育分 )

の減等を見込み、前年度 に対 し 13.0パ ーセ ン ト減 の 9億 2, 934万 円を

計上 した。

住D 国庫支出金は、幼児荻育無償化制度給付費負担金や保育所等整備交付金の増
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等 を見込み、前年度に対 し 1,6パ ーセ ン ト増の 56億 9, 143万 円を計上

した。

Q2 県支 出金は、認定こども園整備費補助金や幼児教育無償化制度給付費負担金

の増等 によ り、前年度に対 し 16,9パ ーセ ン ト増の 24億 5, 375万 円を

計上 した。

QO 財産収入は、太 田川駅周辺土地区画整理事業区域内の普通財産の売却及びホ

テル等誘致用地の土地貸付料の増等 によ り、前年度に対 し30.0パ ーセ ン ト

増の 2億 1, 114万 円を計上 した。

1141 繰入金は、大規模施設整備事業基金の公園・緑地整備基金及び鉄道駅周辺整

備基金か ら 1億 6, 770万 円、財政調整基金か ら災害復 旧費及び緊急 に実施

を要す る大規模建設事業 に 6億 2, 000万 円の繰 り入れ等 を予定 し、ホテル

等誘致用地の取得費の減等により、前年度 に対 し37.7パ ーセ ン ト減の 11

億 365万 円を計上 した。

1151 市債 は、中央図書館分館・教員研修セ ンター整備事業に伴 う中央図書館分館

整備事業債及び教員研修セ ンター整備事業債や 中学校普通教室空調機整備事業

に伴 う空調設備整備事業債の減等 によ り、前年度に対 し 14.2パ ーセン ト減

の 10億 860万 円を計上 した。

3 歳 出

総合計画の五つの理念 と 6分野・ 38の めざすまちの姿の実現 を図るとともに、

総合戦略 に掲 げている六つの基本 目標 において重点的に取 り組む施策 について積

極的に展開す ることとした。

(1)健康・福祉 。子育て

市民の健康づ くりの支援 として、健康 メニューの開発・提供な どを実施す る

トマ ト健康プ ロジェク ト事業では、市制 50周 年 を記念 して、 トマ トを活用 し

た レシ ピコンテス トを開催す ることとした。また、市制 50周 年 にちなみ、複

数 日に分 けて市内公園・緑道等において総合計 50kmの ウォーキング参加 を

目指すイベ ン トを実施す ることとした。 がんの早期発見、早期治療につなげる

ため、がん検診 の受診率向上に向けて、特定年齢層に対 し無料 クーポン券の配

布を引き続 き実施す るとともに、本年度か ら大人の風 しん予防接種が定期接種

化 された ことに伴い、抗体価検査や予防接種 を実施す ることとした。

-5-



施設整備 では、 しあわせ村保健福祉セ ンターのボイ ラー取替工事 を実施す る

こととした。

高齢者 の地域での支 えあいを推進す るため、地域支 えあいの取組 の維持、推

進のために活動団体に対 し交付金の交付 を引き続 き実施 し、町内会・ 自治会又

はコミュニテ ィが開催す る地域敬老行事に紺 し交付金 を引き続 き支給す ること

とした。

高齢者 の介護者 を支援す るため、認知症高齢者やその家族等を紺象 とした相

談窓 日の場所 を変更 し、相談開催 日数 を増す ることな ど認知症総合相談 を拡充

す るとともに、高齢者施設 において>レ ビ電話 による対話サー ビスのモデル事

業を実施す ることとした。

医師や保健師等で構成す る認知症初期集 中支援チームを社会福祉協議会 に引

き続き設置す るとともに、同チームの円滑かつ適正な運営を図るための検討委

員会を引き続 き開催す ることとした。認知症地域支援推進員 を高齢者相談支援

セ ンターに引き続 き配置す ることとし、医療機 関や介護サー ビス及び地域の支

援機関をつなぎ、個別性や地域に根 ざした展開をす ることとした。

障害者の相談支援のために、社会福祉法人 さつ き福社会等に専門相談員 によ

る障害者 の地域生活の構築・継続的な見守 りを引き続 き行 うこととした。

子育て支援 の充実のため、第 1期 子 ども 。子育て支援事業計画を見直 し、大

きく変化 してきている子育て環境に対応できるよ う、第 2期子 ども・子育て支

援事業計画を策定す ることとした。また、地域 における子育て支援 の充実のた

め、市制 50周 年 を記念 して、親子で体験できる子育て応援イベ ン トを開催す

ることとした。仕事 と育児 の両立支援 として、標準時間を超 える早朝保育等を

実施す る私立保育所等に対 し補助す ることとした。西知多総合病院での病児・

病後児保育を引き続 き実施す るとともに、小学校 の授業終了後の生活 と学習支

援のため、放課後児童健企育成事業を引き続 き実施す ることとした。

結婚を希望す る男女を応援す るため、出会いの場 となるイベ ン トの開催 を引

き続き実施す るとともに、市制 50周 年 を記念 して、 らんをデザイ ン した複写

式の婚姻届等 を作成す ることとした。

妊娠期か ら子育て期までの切れ 目のない支援 として、安心 して出産、育児が

できる環境 を整備す るため、妊産婦・乳児健診 に新生児聴覚検査 を新たに加 え、
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実施す るとともに、産前産後サポー ト事業 として妊娠 中や産後の健康管理や授

乳相談、育児 の助言、妊産婦同士の交流をサ ロン形式で引き続 き実施す ること

とした。

待機児童対策 を図るため、大 田保育園の移転新築工事に係 る基本設計 を実施

す るとともに、認定 こども園又は小規模保育事業を整備す る事業者 に対 し保育

所等整備費 を補助す ることとした。

(2)人づ くり 。心そだて

子 どもたちに とつて楽 しい学校 をつ くるため、学校教育では、グローバル な

視点か ら、特 に若い世代が国際的に活躍できるよ う、中学生 をオース トラ リア

に引き続 き派違 し、国際感覚を養 う体験学習を実施す るとともに、社会性 を育

む体験学習を とお した学びの充実 として、沖縄 の 自然や文化 に触れ平和につい

て学び、姉妹者卜市である沖縄市の中学生 との交流 を行 うため、沖縄体験学習 を

引き続 き実施す ることとした。また、老朽化が顕著な学校プールの今後のあ り

方 を検討す るため、加木屋南、明倫、船島、大 田小学校の水泳の授業を民間委

託す ることとした。

施設整備 については、渡内、明倫、大 田小学校のパ ソコン教室及び明倫調理

場の老朽化 した空調機 を更新す るとともに、停電時に水道が使用できるよ うに、

平洲、船島、加木屋小学校及び名和、平洲 中学校 の受水槽周辺の水道配管を整

備す ることとした。

青少年が健全で心豊かに成長できる環境 をつ くるため、青少年セ ンターでは

和太鼓、合唱、劇団、踊 りによる青少年文化創造事業において市制 50周 年 を

記念 して、名誉市民である蟹江一太郎氏のエ ピツー ドを織 りまぜた演劇 を実施

す ることとした。 また、子 どもたちへ科学技術や ものづ くりの知識 を提供 し興

味・関心を引き出す とともに、創造性豊かな人材 を育成す るため、少年少女発

明クラブが実施す る事業への補助 を引き続 き実施す ることとした。

楽 しみや生 きがいを感 じるまちをつ くるため、市制 50周 年を記念 して、市

民大学 「平成曖鳴館」 とともに後期開講式 を行事 として拡大 し開催す るととも

に、文化セ ンターでは、本館の耐震改修 に合わせ、生涯学習機能の充実等を含

めた リニュー アル を行 うための基礎調査等を実施す ることとした。

だれ もが気軽 にスポー ツを楽 しむ元気なまちをつ くるため、生涯を通 じた運
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動習慣づ くりの推進 として、広 く市民にスポーンの機会 を提供 し、スポーンの

体験、技術の向上、健康増進 を図るため、スポーックラブ東海が実施す る事業

への補助 を引き続 き実施 し、市民ペタンク大会等のニュースポーツ大会 を引き

続 き開催す ることとした。 また、市制 50周 年 を契機 として、東海 シテ ィマ ラ

ノンを更に魅力的なもの とし、新たなにぎわいの資源 とす るため東海市ハー フ

マ ラノンに拡大 して開催す ることとした。

施設整備 では、新宝緑地運動公園の返還 を見据 えて、元浜サ ンカ~場の人工

芝化や照明設備 の設置、上野台公園や加木屋球場のグラウン ド等の改修や駐車

場の増設 をす るとともに、元浜スポーツ広場の再整備 をす るための実施設計 を

行 うこととした。 また、市制 50周 年 を記念 して、元操サ ッカー場の リニュー

アル時に トップアス リー トによるスポーツ教室を開催す ることとした。

文化 に親 しみ心豊かなまちをつ くるため、芸術劇場でオーケス トラな どの鑑

賞事業 を引き続 き実施す るとともに、子 どものオーケス トラや児童合唱団、出

会いの教室な どのワークシ ョップ等を実施 し、文化芸術指導を受 ける機会 を引

き続 き提供す ることとした。また、市制 50周 年 を記念 して、名古屋 フィルハ

ーモニー交響楽団 と市民合唱団の共演によるベー トー ヴェン第九公演 を行 うこ

ととした。

郷上の歴史や文化 を大切 に継承す るため、芸術劇場 内の‖嬰鳴広場 を拠点 とし

て、特別展示 を含 めた各種講座 を開催 して全国各地の偉人・先人の教 えを引き

続 き発信す る とともに、細井平洲先生の教 えや行動 を知 ることができる 「嘆鳴

館遺稿」等の現代語注釈 を刊行することとした。 また、市指定文化財である衆

楽園大仏及び境内地について文化財調査を実施す るとともに、市制 50周年 を

記念 して、上杉鷹 山公入部 250年 の節 目を迎 える米沢市 との交流 を深めるた

め、平洲祭 において記念講演 を実施す ることとした。

(3)環境・市民生活

空気がきれいで住みやすい環境を保全 し、市民への環境意識の向上 を図 り、

低炭素社会の実現をめざすため、太陽光発電 システムの単体補助か ら太陽光発

電システム と他の設備 との一体的な導入又は燃料電池システムや蓄電池等の単

独設置 に対 し補助す ることとした。

生活排水を適切 に処理す るため、下水道の整備 では、引き続 き浄化セ ンター
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の長寿命化や耐震化工事 を実施す るとともに、名和前ポンプ場の長寿命化や耐

震化工事 を実施す ることとした。また、下水道面整備事業では、名和町人幡東

始 め 7工 区で 18.9ヘ クタールの整備 を予定 し、平成 31年度 (2019年

度)末の人 口普及率は、 82。 9パ ーセ ン トになる見込みである。

ごみの減量化 とリサイ クルを推進す るため、新たに羽毛布団の回収 を開始 し

て 3R活動 を推進す るとともに、 ごみ処理事業では、清掃工場 において灰溶融

炉 を 2炉休止 し、安定 した運転が出来 るよ う引き続 き維持補修工事 を行 うこと

とした。

市民の防災力 を強化す るため、倒壊の危険性 の高いブロック塀等の撤去工事

費に対 し補助す るとともに、生垣等緑化工事 に対 しても拡充 し補助す ることと

した。防災ベ ッ ドの購入補助 に加 えて無償貸 出を始 めることとし、 旧耐震基準

の木造住宅の除却工事費 に対 し補助す ることとした。また、市制 50周年 を記

念 して、伊勢湾台風か ら60年 を迎 えるなか、風水害の恐 ろしさや災害の備 え

の大切 さな ど過去の歴史 と教訓を次の世代につなげてい くための演劇 を行 な う

こととした。

防災体制 を強化す るため、災害情報の収集、共有及び伝達機能 を強化 し、市

民への避難勧告等の判断及び伝達の迅速化 を図るため、県が構築 した災害対応

業務支援 システムを導入す るとともに、災害による停電時において も市民が避

難所へ安心 して避難できるよ うに、横須賀 中学校 に照明灯を設置す ることとし

た。

地域 と市の連携 を強化 し、防災意識 の向上、実践的な災害活動 の技術 を習得

す るため、市民及び防災関係機関が参加す る総合防災訓練 を引き続 き実施す る

こととした。

交通事故や犯罪のない安全で安心なまちをつ くるため、運転免許証を自主返

納 した高齢運転者 に対 し循環バスの回数券等 を引き続 き配布す ることとした。

自転車の安全 な利用を促進 し、交通事故被害の軽減 を図るため、 自転車乗車用

ヘル メ ン トの購入費用に対 して新たに補助す ることとした。また、防犯対策で

は、犯罪 を抑止す るため、地域安全指導員 として警察官 OBを 採用 し、地域安

全パ トロール車で危険個所の巡回や啓発 を引き続 き実施す ることとした。

消防・救急体制 を充実 させ るため、高規格救急車始め 8台 を更新す るととも
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に、施設整備 では、消防庁舎 において受変電設備取替工事 を実施す ることとし

た。

14)産 業 。勤労

魅力のある農業を推進す るため、ふき生産農家が行 な うふき出荷用木に日包機器

の購入経費への補助 を実施す るとともに、施設園芸農産物の生産性 向上 と経営

安定を図るため、重油購入費を助成す ることとした。

らんの魅力発信 を行 うため、 らんの花大使の春風弥里氏 と宝塚歌劇団出身者

による対談会等を開催す るとともに、市制 50周年 を記念 して、東海 フラワー

シ ョウ 2020の メイ ンブースの展示内容等を拡充す ることとした。

新たな産業の育成や創業を支援す るため、市内に新設 したホ>ル事業者 に対

し交付金を引き続 き交付す るとともに、市内ホテルの魅力及び競争力の向上 を

図るため、集客力向上に寄与す る宿泊施設の改修工事費に対 して補助す ること

とした。

市の観光施策 を計画的かつ戦冊各的に推進す るため、策定委員会 を設置 し、観

光 ビジ ョンを策定す るとともに、工場地帯を活か した工場夜景 を観光資源 とし

てい くため、全国工場夜景者馬市協議会へ参加す る とともに、クルーズ事業の社

会実験 を行 うこととした。

また、市制 50周年 を記念 して、市内企業の技術力等 をPRす るため、市内

企業の技術 を結集 して制作 したオ リジナルカー トを活用 して、産業まつ り等の

イベ ン トでの展示や試乗体験を実施す ることとした。 また、都市公園やイベ ン

トの魅力 を高めるため、桜まつ り 。花火大会 。もみ じまつ りに光 と音の演出を

加 えたライ トア ップ等を実施す ることとし、花火大会 については、市制 50周

年記念 として市民スターマインを打 ち上げることとした。

太 田川駅周辺の集客 と回遊性 を高めるため、観光物産プラザ を起点 とした駅

周辺の公共施設 と連携 したイベ ン トを引き続 き開催す ることとした。また、太

田川駅前で開催するイベン トについて、観光物産展や沖縄フェスティバルに駅

前マルシェを加 えて開催することとした。

市民の就業を支援するため、結婚や出産を機に退職 した女性の再就職を応援

するための講座、地域や職場での女性の活躍を支援するための講座を引き続き

開催することとした。

-10-



商工会議所 が実施す る特産品発掘支援事業への補助 を引き続 き実施 し、施設

整備では、商エセ ンターの空調機 の改修工事や勤労セ ンターの外壁等改修工事

を実施す ることとした。

(5)都市基盤

地域 の特性 を生か した土地利用 を推進す るため、太 田川駅周辺地区では、引

き続 き土地区画整理事業による道路・排水路 の整備 を進めるとともに、太 田川

駅西地区では、業務代行方式による土地区画整理事業の実施 に向け、設立認可

申請書等の作成や 自然環境保全調査等の実施、加木屋 中都地区では、新駅周辺

の整備 に合わせた土地利用 を推進す るため、基本設計等の実施、富木島石根地

区では、土地区画整理事業の認可を受 けた組合 による道路築造工事等の実施、

=名
和駅西地区では、工業専用地域 として、将来 も持続可能な土地利用 を図るた

め、区画整理設計業務等 を実施す ることとした。

だれ もが安全 に安心 して通行できる道路をつ くるため、三ツ池線始め 8路線

では、名古屋 半田線バイパス整備 に伴 う関連市道 の拡幅及び南加木屋駅前広場

等を整備す るため、土地購入や物件移転補償等 を進 めるとともに、市内 4箇所

の改良すべき と指定 された踏切道 について、安全対策 の方法等を検討 し踏切道

改良計画を策定す ることとした。

快適 に移動が しやすい交通環境 をつ くるため、横須賀駅西通線では、尾張横

須賀駅西側 に駅前広場 を整備す るための土地購入や物件移転補償等 を引き続 き

進め、養父森 岡線では、広域交通ネ ッ トワー クの充実を図るため、引き続 き鉄

道事業者に対 し鉄道仮線工事 に係 る経費の負担や土地購入等 を進 めることとし

た。また、向山南北線始 め 10路線では、国道 155号 の 4車線化整備 に伴い

補助幹線道路 を整備す るため、土地購入、物件移転補償等を引き続 き進 めると

ともに、太 田川駅前通 り線及び本 田北部土地改良事業関連道路では、太 田川駅

へのアクセス性 を向上 させ るため、道路詳細設計や物件移転補償等を進 めるこ

ととした。

公共交通機 関の利便性 を高めるため、循環バスの運行経費を引き続 き負担す

るとともに、新駅整備 に合わせ、保健医療福祉拠点周辺 における交通結節点の

機能強化 として、駅前広場や公立西知多総合病院へのアクセス通路等を整備す

るため、アクセス通路の詳細設計や土地購入等 を進 めることとした。
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花 と緑の豊かなまちなみをつ くるため、公園整備では、防災機能 を含 めた緑

【易公園の第 2期事業区域内の土地購入や実施設計委託等を進 めるとともに、市

制 50周 年 を記念 して、将来にわた り親 しまれ る公園 となるよ う、子 どもたち

へのアンケー ト結果をもとに した大池公園及び衆楽園公園の大型複合遊具 を設

置す ることとした。また、次の 50年 にわたってにぎわいや憩いを生み出す資

源 となるよ う、既存の さくらの計画的な保全や植 え替 えの検討等 を行 うととも

に、加木屋緑地でのヘイケボタル、オニヤ ンマ等の観察会や大池公園でのヘイ

ケボタルの観賞会 を実施す ることとした。

浸水対策 を推進す るため、土留木川の高潮対策 として、河 口部の埋立て及び

樋門、ポンプ場等の配置検討 を行 うこととした。

良好な都市景観 と快適な住環境 をつ くるため、無電柱化推進計画 を策定す る

とともに、尾張横須賀駅西地区において道路の無電柱化及び美装化 を引き続 き

行 うこととした。

住宅環境整備 として、市営下大脇住宅の移設 による建替 えの基本設計 を実施

す るとともに、市営勝 山住宅 2号棟 の給水設備 を改修す ることとした。

16)地域づ くり・行政経営

2019年 5月 18日 (上)に市政に功労のある方々の表彰等 を実施す る市

制 50周 年記念式典 を開催す るとともに、 18日 (土 )・ 19(日 )に は、市

制 50周 年のオープニングイベ ン トとして、子 どものオーケス トラやふ るさと

大使な ど、市 に縁のある出演者 によるイベ ン ト、山車の勢揃 え、オ リジナルカ

ー トの完成発表及び試乗体験、 50年 の時代の流れ を感 じられ る映像、写真展

など、東海市 らしさを生か したイベ ン トを開催す ることとした。

また、本市の魅力等 を広 く発信す るシテ ィプ ロモーシ ョン活動を実施 し、シ

ティプロモー シ ョン映像の放映、全国公 開番組収録の運営等を行 な うこととし

た。まちへの愛着、市民 としての誇 りの醸成 を図るため、 50年 の歴史や時代

の変化、未来 を感 じることができるイベ ン トを開催す ることとした。

地域が主役 のまちづ くりを推進す るため、 コミュニティ周年事業への補助、

地域活動・市民活動を リー ドす る人材の育成 に向けて、コミュニテ ィが 自ら企

画・立案 し、地域の問題解決や人材発掘・育成 に取 り組む事業及び町内会 。自

治会等の活動 を支援す るための交付金の交付 を引き続 き実施す ることとした。
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緑陽コ ミュニテ イにおける地域ネ ッ トワーク推進モデル事業について、庁内検

討組織 を設置 し、今後のコミュニテイ活動 について検討 を進 めるとともに、緑

陽市民館敷地内に建築す る新たなコミュニテ イ活動拠点施設 の基本設計 を実施

す ることとした。

すべての人が交流・共生できるまちをつ くるため、姉妹都市である米沢市、

釜石市及び沖縄市 との市民交流の促進 に向け、交流経費を引き続 き補助す ると

ともに、市制 50周年 を記念 して、釜石市で開催 され るラグビー ワール ドカ ッ

プ 2019へ の市民応援団を派遣す るとともに、姉妹都市である トル コ共和国

ブルサ市ニル フェル区とのスポーンを通 じた市民交流を実施す ることとした。

また、沖縄市 との姉妹都市提携 10周 年 を記念 した市民交流 を実施す るととも

に、ニル フェル 区 との姉妹都市提携 10周 年 を記念 し、招聘 した民俗舞踊団に

よる文化交流 を実施す ることとした。

情報交流が図 られたまちをつ くるため、広報紙の発行、ケーブルテ レビ及び

コミュニテ イFMで の行政広報番組の制作・放送の委託 を引き続 き行 うことと

ヽ

した。

効率的で健全 な行財政運営を進 めるため、確定申告会場での税理士による相

談窓 口を廃止 し、確定申告会場 にイ ンターネ ッ ト端末を設置 し、市民の申告書

作成 に係 る入力の補助等 を行な うこととした。

また、戦没者追悼式については、中学生による沖縄体験学習の発表 を加 えて、

平和の集 い として開催す ることとした。
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第 2 平

1総 額

注 水道事業は、支出予算額を計上

成 31年 度 (2019年 度 )予 算 の 状 況

(単位 千円)

|

|'

|

|

十

|

|

|

|

|

|

△
奮 計

平 成 31年 度

当 初 予 算 額

平 成 30年 度

当 初 予 算 額
歩ヒ    較

増減率

(%)

般 会 計 43,190,000 43,489,000 -299,000 -0,7

特 別 会 計 16,775,830 18,969,920 -2,194,090 -11.6

内

訳

国民健康保険事業特別会計 8,890,420 9,222,530 -332,110 -3.6

後期高齢者医療事業特別会

計

1,445,320 1,387,320 58,000 4.2

太 田川駅周辺土地区画整理

事業特別会計

1,173,350 1,664,250 -490,900 …29.5

下水道事業特別会計 5,266,740 6,695,820 -1,429,080 -21.3

企 業 会 計 3,288,580 3,991,130 -702,550 -17,6

水 道 事 業 3,288,580 3,991,130 -702,550 -17.6

合 計 63,254,410 66,450,050 -3,195,640 -4.8
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1
1

1

1

|

2 予算純計表―一

〈注〉=般会計からの繰出金を計上

区 分

歳 入

当初予算額
う ち 繰 入 金 等

繰入先の会計 予 算 額

ィ般会計 43,190,000

国民健康保険事業特別会計 8,890,420 下般会計 1,023,o70

後期高齢者医療事業特別会計 と,445,320 一般会計 253,240

太田川瀬周辺土地区画整理事業特別会計 1,173,350 一般会計 831,230

下水道事業特別会計 5,266,740 一般会計 1,992,350

水道事業会計 2,876,850

合 計 62,842,680 4,10o1540

重 複 額 4,100,540 4,100,540

純 計 58,742,140
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千 )

う ち 繰 出 金 等

予 算 額繰 出 先 の 会 計
当初予算額

1,023,670国民健康保険事業特別会計43,190,000

253,240後期高齢者医療事業特別会計

831,280太田川駅周辺土地区画整理事業特別会計

1,992,350下水道事業特別会計

8,890,420

1,445,320

350と,173,

5,266,740

3,288,580

4,100,154063,254,410

4,100,5404,100,540

59,153,870
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3-般会計款別予算比較表

(歳  入)
(単位 千円)

款

平 成 31年 度 平 成 30年 度
歩ヒ    屯交

(A)― (B)

増減率

%

当初予算額

(A)

構成比

%
当初予算額

(B)

構成比

%
1市税 27,337,760 63.3 27,399,140 63.0 -61,380 -0.2

2地方譲与税 366,380 0.8 346,000 0,8 20,380 5,9

3利子割交付金 33,000 0,1 25,000 0.1 8,000 32.0

4配当割交付金 98,000 0.2 72,000 0.2 26,000 36.1

5株式等譲渡所得割交付金 110,000 0,3 44,000 0.1 66,000 150.0

6地方消費税交付金 2,029,000 4.7 1,954,000 4.5 75,000 3.8

7自 動車取得税交付金 54,000 0。 1 99,000 0.2 -45,000 -45.5

8環境性能割交付金 26,000 0,1 26,000 皆増

9地方特例交付金 212,570 0.5 111,000 0.2 101,570 91.5

10地方交付税 10,000 0.0 10,000 0.0 0 0,0

11交通安全対策特別交付金 18,000 0.0 19,000 0.0 -1,000 -5.3

12分担金及び負担金 74,170 0.2 79,260 0.2 -5,090 -6,4

13使用料及び手数料 929,340 2.2 1,068,720 2.5 -139,380 -13.0

ユ4国庫支出金 5,691,430 13.2 5,602,730 12.9 88,700 1.6

15県支出金 2,458,750 5。 7 2,098,120 4.8 355,630 16,9

16財産収入 211,140 0.5 162,460 0.4 48,680 30.0

17寄附金 5,300 0.0 300 0.0 5,000 1,666.7

18繰入金 1,103,650 2.6 1,772,470 4.1 -668,820 -37.7

19繰越金 150,000 0.3 150,000 0。 3 0 0.0

20諸収入 と,272,910 2,9 1,306,000 3.0 -33,090 -2.5

21市債 1,003,600 2.3 1,169,800 2.7 -166,200 -14.2

歳 入 合 計 43,190,000 100.0 43,489,000 100.0 ―力99,ooo -0,7
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(歳  出)

平 成 30年 度平 成 31年 度 増減率

%
構成比

% (A)― (B)

比  較

当初予算額

(B)

構成比

%
当初予算額

(A)

款

0,80。 7 2,520303,9100。 7306,4301議会費
-5。 48。 6 -201,1508,732,3808.23,531,2302総務費

5.135。 2 784 84015,288,86037.216,073,7003民生費

3.312.5 179,92013.0 5,451,7505,631,6704衛生費
-33.8-101,7400.70,5 301,040199,3005労働費

7.20.8 25 0900.9 346,670371,7606農林水産業費

11.31.2 57,020503,6201,3560,6407商工費
-3。 119,3 -262,39018.9 8,397,7608,135,3708土木費

8.52.8 104,7503.1 1,237,2701,342,0209消防費

1.264,08012.012.2 5,219,5605,283,64010教育費

0.000.20.2 100,000100,00011災害復旧費

-2.5-41,6703.83,7 1,645,9101,604,24012公債費

0,000.10。 1 50,00050,00013予備費

皆減-910,2702.1910,2700諸支出金

-0,7-299,000100.0100.0 43,489,00043,190,000歳 出 合 計
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4-般会計歳出予算節別比較表

(単位 千円)

節

平 成 31年 度 平 成 30年 度

'ヒ

    粧ズ

(A)― (B)

増減率

%

当初予算額

(A)

構成比

%

当初予算額

(B)

構成比

%
1報酬 475,277 1.1 472,007 1.1 3,270 0,7

2給料 3,082,760 7.1 3,047,160 7.0 35,600 1.2

3職員手当等 2,698,075 6.3 2,927,451 6.7 -229,376 -7.8

4共済費 1,271,998 3.0 1,267,882 2.9 4,116 0.3

5災害補償費 750 0,0 750 0,0 0 0.0

7賃金 1,426,197 3.3 1,419,602 3.3 6,595 0.5

8報償費 234,112 0.6 208,561 0.5 25,551 12.3

9旅費 50,177 0.1 53,612 0.1 -3,435 -6.4

10交際費 3,570 0.0 3,570 0.0 0 0.0

11需用費 2,165,073 5.0 2,097,170 4.8 67,903 3.2

12役務費 447,782 1.0 383,439 0.9 64,343 16.8

13委託料 5,866,682 13.6 5,496,067 12.6 370,615 6,7

14使用料及び賃借料 667,589 1.6 644,990 1.5 22,599 3.5

15工事請負費 2,645,468 6,1 2,863,639 6.6 -218,171 -7.6

16原材料費 7,665 0.0 7,653 0.0 12 0.2

17公有財産購入費 1,025,780 2.4 2,109,049 4.9 -1,083,269 -51.4

18備品購入費 219,487 0.5 202,705 0.5 16,782 8.3

19負担金、補助及び交付金 6,188,867 14.3 5,486,106 12.6 702,761 12.8

20扶助費 8,389,374 19.4 7,802,349 17.9 587,025 7.5

21貸付金 101,750 0.2 103,030 0.2 -1,280 -1.2

22補償、補填及び賠償金 369,280 0,9 632,820 1.5 -263,540 -41.6

23償還金、利子及び割引料 1,691,678 3.9 1,733,443 4.0 -41,765 -2.4

25不!責立金 7,850 0,0 52,613 0.1 -44,763 -85,1

27公課費 2,219 0.0 1,802 0.0 417 23.1

28繰出金 4,100,540 9.5 4,421,530 10.2 -320,99o -7.3

予備費 50,000 0.1 50,000 0,1 0 0.0

歳 出 合 計 43,190,000 100,0 43,489,000 100.0 -299,000 -0,7
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5-般会計予算性質別比較表

平 成 30年 度平 成 31年 度
増減率

%(A)― (B)

,ヒ    屯交

構成比

%
当初予算額

(B)

構成比

%
当初予算額

(A)

分区

3.568.9 1,063,13329,958,98271.831,022,115消費的経費

-2.516.9 -180,80416.6 7,352,1527,171,348人件費

2.119,8 183,88520,4 8,624,0568,807,941物件費

-11.12.0 -96,4651.8 867,502771,037維持補修費

8.420.3 737,19522.1 8,817,5309,554,725扶助費

9.89.9 419,32210.9 4,297,7424,717,064補助費等

-15.214.8 -978,83012.6 6,431,3355,452,505投資的経費

-15.514.6 -978,83012.4 6,331,3355,352,505普通建設事業費

0.00。 2 00.2 100,000100,000災害復旧事業費

-5.416.2 -383,30315.5 7,048,6836,665,380その他経費

-2.53.8 -41,6703,7 1,645,9101,604,240公債費

-85.1T44,野630.10.0 52,6137,850積立金

投資及び出資金

-1.2-1,2800.2103,0300.8101,750貸付金

-5.6-295,59012.15,247,13011.54,951,540繰出金

0.000,150,0000.150,000予備費
-0,7-299,000100,043,489,000100.043,190,000歳 出 合 計

千円)
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6-般会計施策別予算比較表

章 節 施 策 名

個人 自主 白勺な健康づく りを支援す る1 の

第 1 健康

健康づ く りを支援す る社会環境 を くる2 つ

第 2 地域医療
3地域医 を守 り カ 身近 な と ろ 安 いし 受 け られ る環境 を くる

ヽ で て つ

4地域で支えあう環境をつくる

第 3節 高齢者支援

5高齢者の保健・介護・ サービスを充実 させる

に対する を深める6

第 4節 障害者支援

障害者 福祉 サ を充実 させ る7 の ビ ス

8結婚活動を応援 し、子 て支援サービスを充実させる

第 1 健康・福祉 。子育て

第 5 子育て

9子 どもが健やかに育つ をつくる
だ て

10子どもたちにとって楽しし をつくる

第 1節 学校

家庭 が 連携 て 子 どもの健 全 な成長 を支 え る
11 し

1 2 青少年が健全 で 心豊カ に成長 で き る をつくるゝ

ナ ー カ 守 られ思 やヽ りイこあふれ る地域 を くる
ミマ3 し1 つ

第 2節 社会

14楽 しみ 生 き を感 じ ま ちを くる
ゝ ヽカ ヤ る つ

スポーツ第 3

15だれもが気軽にスポーツを楽しむ元気なまちをつ くる

2

しみ心豊かなまちをつくる

や文化を大切に継承する

第 2

第 3

第 4 文化

17 の歴

ゝ ヽ81 カ空気 き しれ で住みやすヤヽ環境 るを保全す

の20 ま ち 境美化環 を る推進す

リ12 のみ 減 と ルサ クイ を る推進す

16文化とこ

19生活排水を適切に処理する

第 5節 文化財

第 1節 環境保全

防災

市民 と市 が 体 とな 災害イこ備 え る22 つ て

第 4 交通安全・防犯

のない安全で安心なまちをつくる23

3

第 5節 消防・救急
24消防・救急体制を充実させる
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平 成 30年 度平 成 31年 度
増減率

%
構成比

%
,L    車交

(A)― (B)
当初予算額

(B)%(A)
予

7.51,097,45533.814,689,48936.515, 944
-6.5-38,2741,41,3 592,418554,144
-0,90,7 -2,627303,1010,7300,474

-12,3-35,6470,7289,3170.6253 670
8.3320,8938,93,848,3429.64,169,235
8.38,9 320,893

9。 6 3,848,3424,169,235
5.683,3073.4と,480,8913.61,564,198
8,212,1600.3149,0090。 4161,169
5。 33.1 71,1471,331,8823.21,403,029
4.5127,3206.52,829,5716.82,956,891

69.04,7000,00.0 6,81011,510
4,3122,6206.52,822,7616.82,945,381
10.2604,20913.65,938,26715。 26,542,476
10.713.3 622,01314.9 5,795,7656,417,778

-12.5-17,804
0。 3142,5020.3124,698

0,625,98510,24,429,53310.54,455,468
-11.76.8 -344,6066.1 2,949,0872,604,481
-11.8-345,6386.72,924,2476.02,578,609

4.21,0320。 124,8400,125,872
-23.41.5 -148,2241.2 633,368485,144

4.51,1740,126,1660。 127,340
-22.1-2650,01,2000.0935
-24.61.4 -149,133

1.1 606,002456,869
185,3525,3100.6283,5401.9808,850
185..3525,3100.6283,5401.9808,850

1,0 5,0001.0 440,550445,550
1,15,0001.0440,5501.0445,550

-9.4-11,545
0。 30.3 122,988111,443

-9,40.3 -11,545122,9880,3111,443
-5.4-259,206

11.14,813,96010.54,554 754
-11.2-257,060

5。 34.7 2,294,0912,037,031
-25。 6-13,1870.151,5740。 1387
-10。 9-243,8735.22,242,5174.61 998,644
-7.54.4 -144,470

4.1 1,982,7741,788,304
-2.6-2200.08,3250.08,105
-7.5-144,2504.44.1 1,924,4491,780,199
38.30.5 79,305206,9670.7286,272
38,379,3050.5206,9670.72722
0.68290,3132,6380,3133,467
0.60。 3 829132,6380,3133,467

25。 162,1900.6247,4900。 7309 680
25,162,1900.60.7 247,490309,680

千円)
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章 節 施 策 名

第 1 農業

のある農業を推進する25

第 2節 商工業
工業を活性化する26

第 3節 勤労
27市民の就業を支援する

4

第 4節 消費生活
28安全な消 生活を る

第 1 土地開発

地域 特性 を生 カ した土地利用 を る
ゝ29 の

だれ もカ 安全 イ安 ,い 通行でき る道路 を くる
ヽ30 して つ

第 2 道路 。交通

ん やすヤヽ交通環境を くる3と ヽ し つ

第 3節 公園 。緑地

花 と緑 豊カ なま ちなみ を くる
ゝ23 の つ

河川第 4
33浸水 がない地域にする

5

5節 まちなみ
34良好 景観 な住環境をつくる

第 1 市民参加

第 2

た73 報交流情 が 図 れら ま をち つ くる

情報

6

3節 行財政計画

で健全な行財政運営を進める38

その他 その他 ( の総合推進)

-24-



コ
~祓

31年 度 平 成 30年 度
,ヒ    較

(A)― (B)
増減率

%
当初予算額

(A)

,ヒ

%
当初予算額

(B) %
921,920 2.0 941,710 2.1 -19,790 -2.1

229,690 0.5 214,180 0.5 15,510 7.2

229,690 0.5 214,180 0.5 15,510 7.2

498,835 431,795 1,0 67,040 15.5

498 835 1.1 431,795 1.0 67,040 15.5

189,595 0,4 292,025 0.6 -102,430 -35。 1

189,595 0。 4 292,025 0.6 -102,430 -35。 1

3,800 0,0 3,710 0。 0 90 2.4

3,800 0.0 3,710 0.0 90 2.4

5,568,645 12.9 5,631,343 12.9 -62,698 -1.1

1,148,166 2,7 1,011,178 2.3 136,988 13.5

1,148,166 2.7 1,011,178 2.3 186,988 13.5

2,658,373 6。 1 2,906,786 6.7 -248,413 -8.5

1,608,188 3.7 1,286,546 2.8 371,637 30。 1

1,050,190 2,4 1,670,240 3.9 -620,050 -37.1

1,454,666 3.4 1,233,576 2.8 221,090 17。 9

1,454,666 3.4 1,233,576 2.8 221,090 17.9

90,807 0.2 83,367 0,2 7,440 8.9

90,807 0.2 83,367 0。 2 7,440 8。 9

216,633 0。 5 396,436 0.9 -179,803 -45.4

216,633 0.5 396,436 0.9 -179,803 -45.4

1 ll,689 2.8 1,202,505_ 2.8 9,184 0,8

2 383 0。 5 169,359 0,4 33,024 19.5

162,775 0,4 149,502 0.3 18,273 8,9

39,608 0。 1 19,857 0。 1 19,751 99.5

141,005 0,3 152,987 0,4 -11,982 -7.8

141,005 0.3 152,987 0。 4 -11,982 -7.8

868,301 2.0 880,159 2.0 -11,858 -1.8

868,301 2,0 880,159 2.0 -11,858 -1.3

10,690,580 24.8 11,780,460 27。 1 -1,089,880 -9。 3

1:3,190,000 100.0 43,489,000 100.0 -299,000 -0。 7
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7 市税の状況

(単位一千円)

区   分

(項 )

平 成 31年 度 平 成 30年 度
歩ヒ    較

(A)― (B)

増減率

%

当初予算額

(A)

構成比

%

当初予算額

(B)

構成比

%

1市民税 9,247,400 33.8 9,290,400 33.9 二43,000 iO.5

2固定資産税 14,965,・ 660 54。 7 14,924,540 54.5 41f120 0,3

3軽自動車税 240,400 0。 9 231,600 0。 8 8,800 3.8

4市たばこ税 733,000 2.7 809,000 2.9 -76,000 -9.4

5都市計画税 2,135,300 7.8 2,127,600 7.8 7 700 0。 4

6入湯税 16,000 0.1 16,000 0。 1 0 0。 0

合    計 27,387,760 100.0 27,399,140 100。 0 -61,380 -0。 2
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そ の 他都市計画税国・県支出金地 方 債
歳出予算額区  分

524,150703,4561,227,606区画 整 理 事業等

77,10810,053280,100310,500677,761街 路 事 業

687,370922,5651,609,935下 水 道 事 業

147,75071,225203,130183,200605,305公 園 事 業

318,845428,001746,846公  債  費

1,755,2232,135,300488,230498,7004,867,453計

8都市計画税の充当状況

< > は、区 下 公 園

財 源 内 訳

千

る の 目 である

の の 目

ため、充当状況を明確イヒするもの

9入湯税の充当状況

< イま、

であるため、充当状況を明確化するもの

10消費税率引上げ分に係る地方消費税交付金の充当状況

号| 係 る イま、

充当状況を明確化するもの

> 入

千

-27-

財 源 内 訳

そ の 他入 湯 税国・県支出金地 方 債
歳出予算額区  分

263,2186,782270,000設

58,8481,92100022,82,764設

283,5187,297290,815観 光 振 興事 業

605,57916,00022,0000643,579計

財  源  内  訳

そ の 他
の 地

国・県支出金地 方 債
歳出予算額区  分

6,690,447435,9705,711,46612,837,883社 会 福 祉事 業

2,602,443182,176397,5283,182,147社 会 保 【父事 業

3,148,686216,854220,6503,586,190保 健 衛 生事 業

12,441,576835,0006,329,644019,606,220計

>
に要する経費に充てるため、

な ど



11国民健康保険事業特別会計款別予算比較表

(歳  入)

(歳  出)

(単位 千円)

(単位 千円)

款

平 成 31年 度 平 成 30年 度
比  較

(A)― (B)

増減率

%

当初予算額

(A)

構成比

%
当初予算額

(B)

構成比

%
1国民健康保険税 1,907,110 21.5 2,005,410 21.7 -98,300 -4.9

2使用料及び手数料 10 0.0 10 0.0 0 0.0

3県支出金 5,769,91o 64.9 5,950,540 64.5 -180,630 -3.0

4繰入金 1,023,670 11.5 1,075,120 11.7 -51,450 -4.8

5繰越金 100,000 1.1 100,000 1.1 0 0.0

6諸収入 89,720 1.0 91,450 1.0 一と,730 -1.9

歳 入 合 計 8,890,420 100,0 9,222,530 100.0 -332,110 -3.6

款

平 成 31年 度 平 成 30年 度
歩ヒ    聰交

(A)― (B)

増減率

%

当初予算額

(A)

構成比

%

当初予算額

(B)

構成比

%
1総務費 115,560 1.3 135,880 1,5 -20,320 -15.0

2保険給付費 5,736,620 64.5 5,920,290 64.2 -183,670 -3.1

3国民健康保険事業費納付金 2,875,210 32.4 2,984,440 32.4 -1091230 -3.7

4保健事業費 142,040 1.6 158,580 1.7 -16,540 -10.4

5諸支出金 10,990 0.1 13,340 0。 1 -2,350 -17.6

6予備費 10,000 0。 1 10,000 0,1 0 0.0

歳 出 合 計 8,890,420 100.0 9,222,580 100.0 -332,110 -3.6
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12後期高齢者医療事業特別会計款別予算比較表

(歳  入)

(歳  出)

(単位 千円)

(単位 千円)

款

平 成 31年 度 平 成 30年 度
比  較

(A)― (B)

増減率

%
当初予算額

(A)

構成比

%
当初予算額

(B)

構成比

%

1後期高齢者医療保険料 1,187,600 82.2 1,139,120 82.1 48,480 4.3

2繰入金 253,240 17.5 239,840 17.3 13,400 5.6

3繰越金 3,450 0.2 2,760 0。 2 690 25.0

4諸収入 1,030 0.1 1,040 0.1 -10 -1.0

0国庫支出金 4,560 0.3 -4,560 皆 減

歳 入 合 計 1,445,320 100,0 1,387,320 10040 58,000 4.2

款

平 成 31年 度 平 成 30年 度
,ヒ    聰焚

(A)― (B)

増減率

%
当初予算額

(A)

構成比

%
当初予算額

(B)

構成比

%

1総務費 53,660 3.7 46,280 3.3 7,380 15,9

2後期高齢者医療広域連合納付金 1,389,660 96.1 1,339,040 96.5 50,620 3.8

3諸支出金 1 000 0,1 1 000 0.1 0 0.0

4予備費 l 000 0,1 1,000 0.1 0 0,0

歳 出 合 計 1 445 320 100.0 と,387,320 100.0 58,000 4.2
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13太田川駅周辺土地区画整理事業特別会計款別予算比較表

(歳  入 )

(歳  出)

(単位 千円)

(単位 千円)

款

平 成 31年 度 平 成 30年 度
比  較

(A)― (B)

増減率

%

当初予算額

(A)

構成比

%
当初予算額

(B)

構成比

%
1使用料及び手数料 60 0.0 50 0.0 10 20,0

2国庫支出金 26,000 2.2 208,000 12.5 -182,000 -87.5

3県支出金 7,000 0.6 73,860 4.5 -66,860 -90.5

4繰入金 831,280 70.9 870,830 52.3 -39,550 -4.5

5諸収入 10 0.0 10 0.0 0 0,0

6市債 309,000 26.3 511,500 30。 7 -202,500 -39,6

歳 入 合 計 1,173,350 100.0 と,664,250 100.0 -490,900 -29.5

款

平 成 31年 度 平 成 30年 度
,L    車交

(A)― (B)

増減率

%

当初予算額

(A)

構成比

%

当初予算額

(B)

構成比

%
1土地区画整理事業費 706,070 60,2 1,249,640 75,1 -543,570 -43.5

2公債費 466,780 39.8 414,110 24.9 52,670 12.7

3予備費 500 0,0 500 0.0 0 0.0

歳 出 合 計 1,173,350 100.0 1,664,250 100,0 -490,900 -29。 5
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14下水道事業特別会計款別予算比較表

(歳  入)

(歳  出)

(単位 千円)

(単位 千円)

款

平 成 31年 度 平 成 30年 度
比  較

(A)― (B)

増減率

%
当初予算額

(A)

構成比

%
当初予算額

(B)

構成比

%

1分担金及び負担金 101,690 1.9 86,200 1.3 15,490 18.0

2使用料及び手数料 1,055,530 20,1 1,018,650 15.1 41,880 4.1

3国庫支出金 717,780 13.6 1,055,670 15.8 -387,890 -32.0

4繰入金 1,992,350 37.8 2,235,740 33.4 -243,390 -10,9

5諸収入 33 990 0.7 98,760 1.5 -64,770 -65,6

6市債 1,365,400 25.9 2,205,800 32.9 -840,400 -38,1

歳 入 合 計 5,266,740 100.0 6,695,820 100.0 -1,429,080 -21.3

款

平 成 31年 度 平 成 30年 度
歩ヒ    屯英

(A)― (B)

増減率

%
当初予算額

(A)

構成比

%

当初予算額

(B)

構成比

%

1下水道総務費 1,154,340 21.9 1,080,240 16.1 74,100 6.9

2下水道建設費 2, 409 260 45.7 3,899,300 58.2 -1,490,040 -38.2

3公債費 1,693,140 32.2 1,706,280 25.5 -13,140 -0,8

4予備費 10,000 0.2 10,000 0。 2 0 0.0

歳 出 合 計 5,266,740 100.0 6,695,820 100.0 -1,429,080 -21.3
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15水道事業会計款別予算比較表

(収  入 )

(支  出)

ヽ

(単位 千円)

(単位 千円)

|

款

―一平一成 31~年 度
~

平 成 30年 度

'L    
嘉交

(A)― (B)

増減率

%

当初予算額

(A)

構成比

%

当初予算額

(B)

構成比

%
水道事業収益 2,325,920 80.8 2,368,900 75.4 -42,980 -1.8

資本的収入 550,930 19。 2 773,750 24.6 -222,820 -28.8

収 入 合 計 2,876,850 100.0 3,142,650 100,0 -265,800 -8.5

款

平 成 31年 度 平 成 30年 度
比  較

(A)― (B)

増減率

%

当初予算額

(A)

構成比

%
当初予算額

(B)

構成比

%
水道事業費用 2,014,590 61.3 2,070,960 51.9 -56,370 -2・ 7

資本的支出 1,273,990 38.7 1,920,170 48.1 -646,180 -33.7

支 出 合 計 3,288,580 100.0 3,991,130 100.0 -702,550 -17.6

「

|

‖
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